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9．個 別 中 間 財 務 諸 表 等

 (１) 中 間 貸 借 対 照 表

（千円未満切捨表示）
期　　　別  １２年９月期 (３４期)  １１年９月期 (３３期)  １２年３月期 (３３期)

(平成１２年９月３０日現在) (平成１１年９月３０日現在) (平成１２年３月３１日現在)

　 科　　　　目 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

　　（資　産　の　部） 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 

Ⅰ 流　 動　 資　 産

１. 現 金 及 び 預 金 1,714,593 2,535,117 2,122,260 

２. 受 取 手 形 964,297 1,204,247 1,409,078 

３. 売 掛 金 ※3 1,778,760 1,519,947 1,751,042 

４. 有 価 証 券 ※2 310,123 1,410,983 582,547 

５. た な 卸 資 産 1,449,874 1,406,231 1,432,270 

６. そ の 他 189,644 316,770 288,834 

貸 倒 引 当 金 △44,000 △47,000 △56,000 

流 動 資 産 合 計 6,363,293 51.2 8,346,298 61.8 7,530,034 59.5 

Ⅱ 固　 定　 資　 産

(１) 有 形 固 定 資 産  ※1

１. 建 物 ※2 694,193 745,157 718,550 

２. 土 地 ※2 1,736,979 1,105,023 1,105,023 

３. そ の 他 273,865 286,399 290,975 

有 形 固 定 資 産 合 計 2,705,038 21.8 2,136,580 15.8 2,114,549 16.7 

(２) 無 形 固 定 資 産 26,249 0.2 41,066 0.3 27,051 0.2 

(３) 投資その他の資産

１. 投 資 有 価 証 券 ※2 1,401,726 1,105,657 1,142,593 

２. 長 期 貸 付 金 2,383,153 2,294,793 2,360,955 

３. 繰 延 税 金 資 産 1,134,868 1,189,474 1,193,539 

４. そ の 他 663,275 494,668 512,016 

投 資 評 価 引 当 金 △252,000 △252,000 △252,000 

貸 倒 引 当 金 △1,999,000 △1,844,000 △1,970,000 

投資その他の資産合計 3,332,023 26.8 2,988,593 22.1 2,987,104 23.6 

固 定 資 産 合 計 6,063,311 48.8 5,166,240 38.2 5,128,706 40.5 

資 産 合 計 12,426,605 100   13,512,539 100   12,658,740 100   
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（千円未満切捨表示）

期　　　別  １２年９月期 (３４期)  １１年９月期 (３３期)  １２年３月期 (３３期)

(平成１２年９月３０日現在) (平成１１年９月３０日現在) (平成１２年３月３１日現在)

　 科　　　　目 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

　　（負　債　の　部） 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 

Ⅰ 流　 動　 負　 債

１. 支 払 手 形 1,267,628 888,272 954,694 

２. 買 掛 金 ※3 442,285 412,718 523,395 

３. 短 期 借 入 金 ※2 1,230,360 1,540,600 654,800 

４. 未 払 法 人 税 等 － 2,119,895 2,038,778 

５. 未 払 消 費 税 等 ※5 49,557 39,229 45,248 

６. 賞 与 引 当 金 288,500 234,000 231,000 

７. そ の 他 251,654 349,601 293,096 

流 動 負 債 合 計 3,529,986 28.4 5,584,317 41.3 4,741,012 37.4 

Ⅱ 固　 定　 負　 債

１. 長 期 借 入 金 ※2 697,580 56,000 － 

２. 退 職 給 付 引 当 金 263,374 － － 

３. 役 員 退 職 金 引 当 金 285,311 274,901 280,106 

４. 長 期 未 払 金 － 286,851 247,735 

５. そ の 他 156,515 － － 

固 定 負 債 合 計 1,402,781 11.3 617,753 4.6 527,841 4.2 

負 債 合 計 4,932,767 39.7 6,202,070 45.9 5,268,854 41.6 

　　（資　本　の　部）

Ⅰ 資　　  本　 　 金 ※4 1,040,875 8.4 1,040,875 7.7 1,040,875 8.2 

Ⅱ 資　本　準　備　金 1,584,335 12.7 1,584,335 11.7 1,584,335 12.5 

Ⅲ 利  益  準  備  金 146,748 1.2 117,748 0.9 117,748 1.0 

Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金

（1）任 意 積 立 金

別 途 積 立 金 4,266,000 2,966,000 2,966,000 

（2）当 期 未 処 分 利 益 401,904 1,601,509 1,680,926 

そ の 他 の 剰 余 金 合 計 4,667,904 37.6 4,567,509 33.8 4,646,926 36.7 

Ⅴ その他有価証券評価差額金 53,974 0.4 － － 

資 本 合 計 7,493,837 60.3 7,310,469 54.1 7,389,885 58.4 

負 債 ・ 資 本 合 計 12,426,605 100   13,512,539 100   12,658,740 100   
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 (２) 中 間 損 益 計 算 書
（千円未満切捨表示）

期　　　　別  １２年９月期 (３４期)  １１年９月期 (３３期)  １２年３月期 (３３期)

　 科　　　　目 金　　　　額 百分比 金　　　　額 百分比 金　　　　額 百分比

千円 千円 ％ 千円 千円 ％ 千円 千円 ％ 

Ⅰ 4,544,997 100   4,087,571 100   8,686,908 100   

Ⅱ ※5 2,897,897 63.8 2,665,369 65.2 5,639,399 64.9 

1,647,099 36.2 1,422,202 34.8 3,047,509 35.1 

Ⅲ ※5 1,260,583 27.7 1,228,137 30.0 2,449,975 28.2 

営 業 利 益 386,516 8.5 194,064 4.8 597,533 6.9 

Ⅳ ※1 200,809 4.4 188,469 4.6 216,785 2.5 

Ⅴ ※2 17,309 0.4 153,291 3.8 183,675 2.1 

経 常 利 益 570,016 12.5 229,242 5.6 630,644 7.3 

Ⅵ ※3 15,200 0.3 4,531,356 110.9 4,529,735 52.1 

Ⅶ ※4 70,715 1.5 2,529,413 61.9 2,773,931 31.9 

514,500 11.3 2,231,186 54.6 2,386,448 27.5 

9,152 2,130,000 2,199,000 

167,420 176,572 3.9 △1,255,069 874,930 21.4 △1,248,223 950,776 11.0 

337,927 7.4 1,356,255 33.2 1,435,671 16.5 

63,976 47,491 47,491 

－ 197,762 197,762 

401,904 1,601,509 1,680,926 

特 別 利 益

特 別 損 失

中 間 (当 期) 未 処 分 利 益

税引前中間（当期）純利益

法人税・住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

中 間 (当 期 ) 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

過 年 度 税 効 果 調 整 額

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

平成１１年４月　１日から

平成１２年３月３１日まで

売 上 高

売 上 原 価

平成１１年４月　１日から

平成１１年９月３０日まで

平成１２年４月　１日から

平成１２年９月３０日まで
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

1. 資産の評価基準及び評価方法

(1)たな卸資産

商品・原材料及び貯蔵品 …………移動平均法に基づく原価法

製品及び仕掛品 …………個別法又は総平均法に基づく原価法

(2)有価証券

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

　中間決算末日の市場価格等に基づく時価法

　(評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は、総平均法により算定)

時価のないもの

　総平均法による原価法

(追加情報)

会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平成11年1月22日))を適用しております。

(3)デリバティブ取引

時　価　法

2. 固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産

　　　法人税法の規定に基づく定率法によっております。定率法によっております。

　　　ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物(附

採用しております。

(2)無形固定資産

3. 引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

上しております。

(2)賞与引当金

しております。

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

定額法によっております。

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績繰入率により、

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当中間会計期間の負担分を計上

その他有価証券は流動資産として、それ以外のものは投資有価証券として表示しており

ます。これにより有価証券は150,870千円減少し、投資有価証券は同額増加しております。

ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物(附属設備を除く)については、定額法を

ソフトウェア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(5年)に基づく

金融商品については、当中間会計期間より金融商品に係る会計基準(｢金融商品に係る

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、経常利益は2,989千円少なく、税引

また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、1年以内に満期の到来する

前中間純利益は24,615千円多く計上されております。
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(3)退職給付引当金

基づき、当中間期未において発生していると認められる額を計上しております。

ております｡

(追加情報)

る意見書」(企業会計審議会平成10年6月16日))を適用しております。

常利益、税引前中間純利益はそれぞれ同額少なく計上されております。

おります。

(4)役員退職金引当金

計上しております。

4. 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　　　　―
(追加情報)

訂に関する意見書｣(企業会計審議会 平成11年10月22日))を適用しております。

この変更よる中間財務諸表に与える影響額はありません。

5. リース取引の処理方法

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

6. へッジ会計の方法

(1)繰延へッジ等のへッジ会計の方法

繰延へッジ処理によっております。

おります。

また､へッジ会計の要件を満たす金利スワップについては､特例処理を採用しております。

(2)へッジ対象とへッジ手段

へッジ手段としております。

(3)へッジ方針

ません。

7. 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

へッジ取引は実需に基づいたリスクのみを対象とし、投機的な手段としては行っており

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、退職給付費用は5,526千円多く、経

また、企業年金制度の過去勤務債務に係る未払金は、退職給付引当金に含めて表示して

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

当中間会計期間より退職給付に係る会計基準 (｢退職給付に係る会計基準の設定に関す

なお、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を行って

外貨建取引及び変動金利の借入金をへッジ対象とし、各々為替予約及び金利スワップを

取締役の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職金規程に基づく中間期末要支給額を

当中間会計期間より改訂後の外貨建取引等会計処理基準(｢外貨建取引等会計処理基準の改

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引

なお、会計基準変更時差異(225千円)については、当中間期末において一括費用処理し

― 25 ―



注　記　事　項
　（中間貸借対照表関係）

※1. 有形固定資産の減価償却累計額 ※1. 有形固定資産の減価償却累計額 ※1. 有形固定資産の減価償却累計額

1,847,687千円 1,789,387千円 1,789,622千円

※2. 資産につき設定している担保権の明細 ※2. 資産につき設定している担保権の明細 ※2. 資産につき設定している担保権の明細

担保資産 担保資産 担保資産

673,394　　 124,850千円 40,570千円

993,931　　 721,920　　 696,604　　

243,893　　 993,931　　 993,931　　

1,911,219千円 199,370　　 184,836　　

2,040,071千円 1,915,941千円

担保資産に対応する債務 担保資産に対応する債務 担保資産に対応する債務

831,980千円 289,000千円 442,000千円

496,928　　 699,600　　 114,800　　

367,011　　 92,312　　 556,800千円

1,695,919千円 1,080,912千円

また、上記以外に投資有価証券11,280千円を また、上記以外に投資有価証券5,772千円を また、上記以外に投資有価証券5,772千円を

取引保証金の代用として担保に供しております。 取引保証金の代用として担保に供しております｡ 取引保証金の代用として担保に供しております｡

※3. 　　― ※3. 主な外貨建資産及び負債の外貨額及び貸借対 ※3. 主な外貨建資産及び負債の外貨額及び貸借対

照表計上額は、次のとおりであります。 照表計上額は、次のとおりであります。

科　　目 　外　貨　額 貸借対照表計上額 科　　目 　外　貨　額 貸借対照表計上額

売 掛 金 164千米ドル 17,388千円 売 掛 金 29,017千円 

買 掛 金 396千米ドル 42,749千円 同　　上 1,731千円 

同　　上 10,098千円 買 掛 金 57,817千円 

同　　上 8,344千円 

※4. 　　― ※4. 　　― ※4. 会社が発行する株式及び発行済株式の総数

16,800,000株 

5,335,000株 

なお、定款の定めにより株式の消却が行われ

た場合には、会社が発行する株式について、こ

れに相当する株式数を減ずることとなっており

ます。

※5. 消費税等の表示方法 ※5. 消費税等の表示方法 ※5. 　　―
仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ 　　　　同　　　左

｢未払消費税等｣として記載しております｡

※6. 中間期末日満期手形 ※6. 　　― ※6. 　　―
中間期末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理しております｡

なお、当中間会計期間の末日は金融機関の休日

であったため、次の中間期末日満期手形が、中

間期末残高に含まれております｡

受 取 手 形 168,067千円

支 払 手 形 271,597　　

○　保証債務 ○　保証債務 ○　保証債務

次のとおり関係会社の仕入債務等に対して保 次のとおり関係会社の仕入債務等に対して保 次のとおり関係会社の仕入債務等に対して保

証を行っております。 証を行っております。 証を行っております。

　　 被　保　証　者 金　　　額 　　 被　保　証　者 金　　　額 　　 被　保　証　者 金　　　額

21,233千円 184千円 3,817千円 

○　受取手形割引高 695,298千円 ○　受取手形割引高 177,226千円 

発 行 済 株 式 総 数

株式会社エイアイテクノロジー

548千米ドル

会社が発行する株式の総数

土 地

株式会社エイアイテクノロジー

投 資 有 価 証 券

計

短 期 借 入 金

1年内返済予定長期借入金

計

長 期 借 入 金

(平成12年9月30日現在)

投 資 有 価 証 券

計

短 期 借 入 金

受 取 手 形 割 引 高

計

１２年３月期 (３３期)１２年９月中間期 (３４期)

建 物

土 地

(平成12年3月31日現在)

有 価 証 券

建 物

１１年９月中間期 (３３期)

(平成11年9月30日現在)

有 価 証 券

短 期 借 入 金

建 物

土 地

投 資 有 価 証 券

計

長 期 借 入 金

株式会社エイアイテクノロジー

275千米ドル

37千オランダギルダー

46千ユーロ他

受 取 手 形 割 引 高

計

192千オランダギルダー他
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　（中間損益計算書関係）

※1. 営業外収益のうち重要なもの ※1. 営業外収益のうち重要なもの ※1. 営業外収益のうち重要なもの

2,082千円 18,536千円 24,241千円

148,360　　 131,423　　 142,177　　

り、下半期発生見込額は約780千円であります。

※2. 営業外費用のうち重要なもの ※2. 営業外費用のうち重要なもの ※2. 営業外費用のうち重要なもの

8,541千円 26,462千円 39,316千円

75,658　　 84,589　　

29,762　　 32,850　　

※3. 　　― ※3. 特別利益のうち重要なもの ※3. 　　―

※4. 　　― ※4. 特別損失のうち重要なもの ※4. 特別損失のうち重要なもの

252,000　　 252,000　　

469,393　　 469,393　　

※5. 減価償却実施額 ※5. 減価償却実施額 ※5. 減価償却実施額

64,839千円 71,795千円 149,318千円

3,743　　

平成１１年９月３０日まで

平成１１年４月　１日から

平成１２年３月３１日まで

１２年９月中間期 (３４期) １１年９月中間期 (３３期) １２年３月期 (３３期)

平成１１年４月　１日から平成１２年４月　１日から

平成１２年９月３０日まで

4,522,104千円

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

投資評価引当金繰入額

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

有形固定資産有形固定資産

受 取 利 息

受 取 配 当 金

支払利息及 び割 引料

受 取 配 当 金

支 払 利 息

受 取 利 息

受 取 配 当 金

支払利息及び割引料

受 取 利 息

1,920,000千円

投資評価引当金繰入額

過去勤務債務償却額

1,800,000千円

過去勤務債務償却額

受取配当金は上半期に集中して発生してお

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

た な 卸 資 産 評 価 損

関係会社株式売却益

た な 卸 資 産 廃 棄 損た な 卸 資 産 廃 棄 損

た な 卸 資 産 評 価 損
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（リース取引関係）

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら リース物件の所有権が借主に移転すると認めら リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引 れるもの以外のファイナンス・リース取引 れるもの以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額 相当額及び期末残高相当額 相当額及び期末残高相当額

工具器具 工具器具 車　両 工具器具 車　両

及び備品 及び備品 運搬具 及び備品 運搬具

取得価額相当額 57,055千円 取得価額相当額 60,534千円 7,968千円 68,502千円 取得価額相当額 60,534千円 7,968千円 68,502千円

減価償却累計額
相 当 額

22,761　　
減価償却累計額
相 当 額

14,718　　 6,374　　 21,093　　
減価償却累計額
相 当 額

20,624　　 7,171　　 27,795　　

期末残高相当額 34,294千円 期末残高相当額 45,816千円 1,593千円 47,409千円 期末残高相当額 39,910千円 796千円 40,707千円

なお、取得価額相当額の算定は、有形固定資産 なお、取得価額相当額の算定は、有形固定資産 なお、取得価額相当額の算定は、有形固定資産

の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の

割合が低いため、支払利子込み法によっておりま 割合が低いため、支払利子込み法によっておりま 割合が低いため、支払利子込み法によっておりま

す。 す。 す。

(2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額

1 年 以 内 11,115千円 1 年 以 内 13,114千円 1 年 以 内 11,970千円

1 年 超 23,179　　 1 年 超 34,294　　 1 年 超 28,737　　

計 34,294千円 計 47,409千円 計 40,707千円

なお、未経過リース料期末残高相当額の算定は､ なお、未経過リース料期末残高相当額の算定は､ なお、未経過リース料期末残高相当額の算定は､

有形固定資産の期末残高等に占める未経過リース 有形固定資産の期末残高等に占める未経過リース 有形固定資産の期末残高等に占める未経過リース

料期末残高の割合が低いため、支払利子込み法に 料期末残高の割合が低いため、支払利子込み法に 料期末残高の割合が低いため、支払利子込み法に

よっております。 よっております。 よっております。

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額

6,412千円 6,702千円 13,404千円

6,412　　 6,702　　 13,404　　

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 る定額法によっております。 る定額法によっております。

１２年３月期 (３３期)

平成１２年９月３０日まで 平成１１年９月３０日まで

１１年９月中間期 (３３期)１２年９月中間期 (３４期)

平成１２年４月　１日から 平成１１年４月　１日から

減価償却費相当額 減価償却費相当額

支 払 リ ー ス 料支 払 リ ー ス 料

減価償却費相当額

計 計

平成１１年４月　１日から

平成１２年３月３１日まで

支 払 リ ー ス 料
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(有価証券)
当中間連結会計期間に係る｢有価証券｣及び前連結会計年度に係る｢有価証券の時価等｣(子会社及び関連会社株式

で時価のあるものを除く)については、中間連結財務諸表における注記事項として記載しております｡

(前中間期)
有 価 証 券 の 時 価 等

（単位：千円）

(１)流動資産に属するもの

(２)固定資産に属するもの

(注)１．時価(時価相当額を含む)の算定方法

   (1) 主に東京証券取引所の最終価格によっております。

   (2) 日本証券業協会が公表する売買価格等によっております。

   (3) 基準価格によっております。

   (4) 日本証券業協会が公表する公社債店頭基準銘柄の利回り、残存償還期間等を

勘案して算定した価格等によっております。

  　２．流動資産に属する株式には、自己株式を含んでおります。なお、( )内は自己株式に係るもので内書きであります。

  　３．開示の対象から除いた有価証券の中間貸借対照表計上額　

流動資産に属するもの

固定資産に属するもの

(当中間期)
有 価 証 券

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの （単位：千円）

(デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益)
当中間連結会計期間及び前連結会計年度に係る｢デリバティブ取引｣については、中間連結財務諸表における

注記事項として記載しております｡

(前中間期)

金 利 関 連

千円 千円 千円 千円

合　　　　　計

(注)１．上記金利スワップ契約及び金利キャップ契約における想定元本額は、この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リス

  　　　ク量を示すものではありません。

 　 ２．金利関連のデリバティブ取引については、評価損益が少額であり重要性が乏しいため時価及び評価損益の記載を省略し

  　　　ております。

－ 

小　　　計

797,866 

－ 債　　　券

－  

－  

種　　　類

上 場 有 価 証 券

店 頭 売 買 有 価 証 券

契約額等

千円

16,861 

11,878 

株　　　式

債　　　券

うち一年超

465,750 

494,490 

ク ロ ー ズ ド 期間 内の 非上 場内 国債

マネー・マネージメント・ファンド

店 頭 売 買 株 式 を 除 く 非 上 場 株 式

そ　の　他

市場取引
以　　外
の 取 引

小　　　計

合　　　計

非 上 場 の 証 券 投 資 信 託 の 受 益 証 券

200,000
キ ャ ッ プ 取 引

売 建

ス ワ ッ プ 取 引

受取変動・支払固定

種　　　類

－  －  －  

－  －  

－  200,000 －  －  

- 千円 

920,355千円 

307,791千円 

時　価 評価損益

前中間会計期末

－ 

20,350,211 

20,846,678 19,554,321 

－ 

19,552,345 

－ 

20,153 

13,924 

445,527 

2,045 

△20,223 

1,976 

19,552,345 

－ 

千円

37,015 

20,350,211 

中間貸借対照表計上額 時　価 評価損益

( 353)

千円

496,466 

子　会　社　株　式

中間貸借対照表計上額 時　価 差　　　額

9,519,000 8,961,095 

区　　分 種　　　　類

株　　　式

557,904 

797,866 

1,292,356 

上 記 以 外 の 債 券

そ　の　他
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10．品目別売上高明細表

（千円未満切捨表示）

期　　　　別 １２年９月中間期 (３４期) １１年９月中間期 (３３期)  １２年３月期 (３３期)

平成１２年４月　１日から 平成１１年４月　１日から 平成１０年４月　１日から

平成１２年９月３０日まで 平成１１年９月３０日まで 平成１１年３月３１日まで

　区　　　分 金　 　額 構成比 金　 　額 構成比 金　 　額 構成比

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 

ガスクロマトグラフ 1,911,602 42.1 1,697,842 41.5 3,676,291 42.3 

(38,392) (2.0) (49,086) (2.9) (71,596) (1.9)

製

液体クロマトグラフ 1,083,473 23.8 963,925 23.6 2,045,750 23.6 

(101,254) (9.3) (105,987) (11.0) (227,329) (11.1)

そ の 他 311,610 6.9 175,544 4.3 427,449 4.9 

品 (27,028) (8.7) (11,330) (6.5) (26,707) (6.2)

小 計 3,306,687 72.8 2,837,313 69.4 6,149,490 70.8 

(166,675) (5.0) (166,404) (5.9) (325,633) (5.3)

ガスクロマトグラフ 460,358 10.1 532,728 13.0 1,028,071 11.0 

(1,418) (0.3) (1,775) (0.3) (3,364) (0.3)

商

液体クロマトグラフ 617,919 13.6 619,132 15.2 1,266,642 14.4 

(5,210) (0.8) (2,983) (0.5) (8,032) (0.6)

そ の 他 160,032 3.5 98,397 2.4 242,704 2.8 

(1,599) (1.0) (2,355) (2.4) (4,692) (1.9)

品

小 計 1,238,310 27.2 1,250,258 30.6 2,537,418 28.2 

(8,228) (0.7) (7,114) (0.6) (16,089) (0.6)

合 計 4,544,997 100   4,087,571 100   8,686,908 100   

(174,904) (3.8) (173,519) (4.2) (341,722) (3.9)

（注）金額は消費税等を含んでおりません。
　　（　）内の数字（内書）は、輸出金額及び輸出割合であります。
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11．主要製品・商品の期中受注高及び受注残高

（千円未満切捨表示）

期　　　　別  １２年９月中間期 (３４期)  １１年９月中間期 (３３期)  １２年３月期 (３３期)

（平成１２年９月３０日現在） （平成１１年９月３０日現在） （平成１２年３月３１日現在）

受　注　高 受  注  残  高 受　注　高 受  注  残  高 受　注　高 受  注  残  高

　区　　　分 金　 　額 金　 　額 構成比 金　 　額 金　 　額 構成比 金　 　額 金　 　額 構成比

千円 千円 ％ 千円 千円 ％ 千円 千円 ％ 

ガスクロマトグラフ 1,965,536 229,638 45.0 1,738,313 244,365 53.7 3,781,806 217,977 45.9 

製

液体クロマトグラフ 1,063,240 40,725 8.0 970,763 39,714 8.7 2,073,831 60,957 12.9 

そ の 他 246,416 51,666 10.1 209,023 44,094 9.7 362,631 50,159 10.6 

品

小 計 3,275,193 322,030 63.1 2,918,099 328,174 72.1 6,218,269 329,095 69.4 

ガスクロマトグラフ 484,005 47,355 9.3 489,639 39,335 8.6 1,006,712 48,136 10.1 

商

液体クロマトグラフ 656,005 94,104 18.5 613,253 43,915 9.7 1,272,865 56,018 11.8 

そ の 他 165,362 46,632 9.1 130,488 43,640 9.6 272,457 41,302 8.7 

品

小 計 1,305,373 188,091 36.9 1,233,380 126,891 27.9 2,552,034 145,456 30.6 

合 計 4,580,567 510,122 100   4,151,480 455,065 100   8,770,304 474,552 100   

（注）金額は消費税等を含んでおりません。
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